
8あまくさ市議会だより9 あまくさ市議会だより

一 般 質 問
　一般質問とは、議案と関係なく市の行政事務の状況や将来に対する方針などを質問する
もので、定例会に限って行われます。今回の一般質問は６月２０日から22日までの３日間
で行い、10人の議員が質問に立ちました。掲載原稿は質問者本人が要約したものです。

中
尾
　
消
防
団
員
へ
の
指
示
の
あ
り
方
と

果
た
す
べ
き
役
割
は
。

総
務
部
長　

消
防
団
員
は
地
域
に
お
け
る

消
防
防
災
の
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
平
常
時
・

非
常
時
を
問
わ
ず
、
そ
の
地
域
に
密
着
し

住
民
の
安
心
と
安
全
を
守
る
と
い
う
重
要

な
役
割
を
担
っ
て
い
る
の
で
、
本
年
度
中

に
消
防
団
災
害
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成

し
、
団
員
へ
の
出
動
基
準
等
を
明
確
に
し

て
周
知
す
る
。

中
尾
　
消
毒
液
等
の
衛
生
的
な
面
か
ら
の

物
資
等
の
備
蓄
も
必
要
で
は
。

総
務
部
長　

公
立
病
院
と
の
連
携
も
含
め
、

そ
の
他
の
食
料
、
生
活
必
需
品
及
び
災
害

応
急
対
策
に
必
要
な
防
災
資
機
材
等
の
備

蓄
な
ど
全
体
的
に
検
討
を
行
う
。

中
尾
　
地
元
の
河
浦
町
で
の
機
運
醸
成
が

一
番
必
要
と
思
う
が
。

河
浦
支
所
長　

団
体
向
け
は
、
ま
ち
づ
く

り
協
議
会
や
区
長
会
等
を
通
じ
進
捗
状
況

等
に
つ
い
て
情
報
提
供
を
行
い
、
広
報
Ｐ

Ｒ
活
動
へ
の
協
力
要
請
を
行
う
。
住
民
向

け
に
は
、
イ
ベ
ン
ト
時
に
パ
ネ
ル
展
示
や

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
を
行
い
住
民
の
関

心
が
薄
れ
な
い
よ
う
に
取
り
組
む
。

中
尾
　
﨑
津
ル
ー
ル
づ
く
り
は
、
ま
ち
づ

く
り
の
基
本
と
思
う
が
。

河
浦
支
所
長　

住
民
の
生
活
を
守
る
ル
ー

ル
や
﨑
津
で
商
業
活
動
等
を
計
画
し
て
い

る
人
に
求
め
る
ル
ー
ル
、
そ
の
他
観
光
客

に
求
め
る
ル
ー
ル
等
が
あ
る
と
考
え
て
お

り
策
定
時
期
は
今
年
度
末
を
目
指
す
。

中
尾
　
小
・
中
学
校
の
各
種
大
会
出
場
補

助
金
交
付
要
綱
の
改
正
を
求
め
て
い
た
が
。

教
育
部
長　

中
体
連
等
が
主
催
す
る
県
大

会
以
上
の
大
会
と
し
て
い
た
も
の
を
、
主

催
ま
た
は
共
催
す
る
県
大
会
及
び
同
大
会

を
経
て
出
場
権
を
得
た
上
位
の
大
会
に
補

助
す
る
こ
と
に
変
更
し
、
小
学
校
運
動
部

活
動
に
お
い
て
県
内
の
大
会
を
経
て
出
場

権
を
得
た
県
大
会
よ
り
上
位
の
大
会
を
補

助
対
象
に
新
た
に
追
加
し
、
対
象
を
拡
充

し
是
正
し
た
。

赤
木
　
私
も
、
震
度
７
の
激
震
地
、
益
城

町
や
熊
本
市
東
区
な
ど
の
支
援
活
動
に
参

加
。
被
災
地
で
は
道
路
は
波
打
ち
、
多
く

の
建
築
物
が
無
残
に
も
崩
壊
し
、
信
号
や

電
柱
も
折
れ
、
塀
は
こ
と
ご
と
く
倒
壊

し
、
想
像
を
絶
す
る
光
景
を
目
の
当
た
り

に
し
た
。
市
長
の
熊
本
地
震
に
対
す
る
見

解
と
天
草
地
域
も
観
光
産
業
を
始
め
間
接

的
被
害
も
発
生
し
て
い
る
が
、
ど
う
認
識

さ
れ
て
い
る
の
か
。

市
長
　
震
度
７
を
２
度
と
い
う
観
測
史
上

類
を
見
な
い
大
規
模
地
震
で
あ
り
今
後
も

警
戒
が
必
要
。
地
震
発
生
直
後
か
ら
宿
泊

施
設
の
予
約
キ
ャ
ン
セ
ル
が
相
次
ぎ
深
刻

な
状
況
で
あ
る
。
観
光
客
誘
致
促
進
の
た

め
今
回
、
プ
レ
ミ
ア
ム
旅
行
券
（
３
，０

０
０
万
円
）
の
予
算
を
計
上
し
た
。

赤
木
　
災
害
時
に
於
け
る
ト
イ
レ
対
策
に

つ
い
て
。（
避
難
所
に
洋
式
便
器
の
設
置
を
）

総
務
部
長
・
水
道
局
長
・
教
育
部
長
　
災
害

用
ト
イ
レ
は
国
の
設
置
基
準
を
受
け
て
早

急
に
検
討
す
る
。
マ
ン
ホ
ー
ル
ト
イ
レ
は

下
水
管
路
に
直
接
つ
な
ぐ
た
め
衛
生
的

で
、
し
尿
抜
き
取
り
が
軽
減
さ
れ
有
効
で

あ
り
、
来
年
度
に
試
験
的
に
取
り
組
む
。

ト
イ
レ
の
洋
式
化
も
年
次
計
画
を
た
て
て

設
置
を
行
う
。

赤
木
　
３
月
議
会
で
提
案
し
た
ド
ロ
ー
ン

の
機
能
と
性
能
は
。

総
務
部
長
　
導
入
予
定
の
ド
ロ
ー
ン
は
行

方
不
明
者
の
捜
索
、
夜
間
の
生
体
視
認
、

被
災
者
の
早
期
発
見
に
対
応
で
き
る
赤
外

線
カ
メ
ラ
も
搭
載
し
て
お
り
、
飛
行
時
間

は
20
分
、
高
さ
１
０
０
ｍ
、
２
キ
ロ
先
ま

で
操
縦
が
で
き
る
。

赤
木
　
耐
震
化
推
進
の
た
め
耐
震
改
修
補

助
を
創
設
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

市
長　

現
在
、
数
件
の
耐
震
診
断
の
相
談

が
あ
り
、
耐
震
補
強
設
計
及
び
耐
震
補
強

工
事
の
補
助
制
度
を
創
設
し
た
い
。

赤
木
　
天
草
市
は
平
成
24
年
２
月
に
県
産

業
廃
棄
物
協
会
と
災
害
時
廃
棄
物
処
理
等

の
支
援
活
動
協
定
書
を
結
ん
で
い
る
が
、

一
般
廃
棄
物
処
理
協
議
会
と
は
い
ま
だ
に

結
ん
で
い
な
い
の
は
何
故
か
。
ま
た
、
災

害
時
支
援
に
係
る
一
般
廃
棄
物
業
者
の
車

両
等
の
目
的
外
使
用
は
可
能
か
。

市
長　

一
般
廃
棄
物
業
者
と
の
委
託
要
件

で
は
、
天
災
そ
の
他
の
不
慮
の
事
態
が
発

生
し
た
場
合
、
全
面
的
に
協
力
す
る
旨
、

定
め
て
い
る
が
、
今
後
国
や
県
の
対
応
を

踏
ま
え
県
下
各
市
町
と
連
携
し
、
広
域
的

な
支
援
体
制
を
整
え
る
必
要
が
あ
る
。
目

的
外
使
用
は
自
己
責
任
の
も
と
可
能
で
あ

る
。

赤木  武男
議員

平
成
28
年
熊
本
地
震
に
関
連
し
て

地
震
に
お
け
る
問
題
点
や
課
題
等
を
問
う

平
成
28
年
熊
本
地
震
に
関
連
し
て

地
震
に
お
け
る
問
題
点
や
課
題
等
を
問
う

中尾  友二
議員

災
害
時
に
お
け
る

危
機
管
理
体
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て

災
害
時
に
お
け
る

危
機
管
理
体
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て

【
世
界
遺
産
登
録
に
つ
い
て
】

【
小・中
学
校
各
種
大
会

　
　
　
出
場
補
助
金
に
つ
い
て
】

補正予算の主なもの補正予算の主なもの平成28年度一般会計

補正後の総額

補正額 2億7,914万円
527億7,282万円

熊本地震被災地支援事業

９００万円
●被災者等宿泊助成事業
被災者等が市内に宿泊する際の宿泊費助成

その他

７００万円

●移住・定住促進対策事業
本市への移住者に対する定住促進奨励金及び
空き家活用事業費補助金の増

１，４８１万円

●台風被害等園芸・果樹復旧対策事業
平成２８年１月の大雪により被害を受けた農業施設
（ハウス）の復旧等に係る補助金

１３０万円

●自主防災組織設立促進・活動活性化事業
瀬戸町防災会が実施するコミュニティ助成事業
（地域防災組織育成事業）に係る補助金

４５万円

●熊本県指定教育研究推進校事業
県教育委員会の指定を受けて「小中学校における起業体
験推進事業」の研究を行う本渡東中学校に対する補助金

熊本地震による本庁舎機能移転事業

１億２０３万円

●本庁舎管理費
本庁舎機能の移転に伴う新館及び移転先施設の改修、
移転作業及び施設借上等に係る事業費

２，２６１万円

●情報ネットワーク関係移転経費
本庁舎機能の移転に伴う本庁サーバー室移設及び
ネットワーク機器等の移設に係る事業費

がんばる天草支援事業

４００万円

●天草ブランド推進事業
熊本地震による被災自治体と連携した関東、関西及び
福岡都市圏での物産展開催に係る事業費

1,650万円
1,350万円

●プレミアム旅行券発行事業費
市内の宿泊施設で使用できるプレミアム付き旅行券の
販売事業。（5,000円の宿泊券を2,500円で販売）

８６８万円
●被災者等温泉利用助成事業
被災者等が市内の温泉施設を利用する際の入浴料助成

１，６５１万円

●被災者受入住宅整備事業
　（市営住宅・教職員住宅）　
被災者を市内の市営住宅・教職員住宅へ受け入れる
際の施設整備費

●宿泊券3,300枚を6月20日から販売

●宿泊券の販売時期は未定


